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ることを提案する（３） 。  2






























２  従来の労働関係に内包された問題点 
 
                                                  
1  ロナルド・コース（宮沢・後藤・藤垣訳） 『企業・市場・法』 （東洋経済新報社，1992 年）
41 頁参照。 
2  島田陽一「日本における労働市場・企業組織の変容と労働法の課題」季刊労働法 206 号
（2004 年）2-3 頁。 
3  労働市場法という法分野については，諏訪康雄「労働市場法の理念と体系」日本労働法
学会編集講座『21 世紀の労働法第２巻  労働市場の機構とルール』 （有斐閣，2000 年）2
頁参照。また，島田「労働市場政策と労働者保護」ジュリスト増刊『労働法の争点第 3 版』








の下におき（1919 年 ILO2 号条約） ，有料職業紹介事業を原則として禁止する（1933 年
ILO34 号条約および 1949 年 ILO96 号条約）という立場をとった。そして，完全雇用を達
成するために失業者に雇用を提供するのは，国家が管理する公共職業安定所の役割とした




























































                                                  
4島田・前掲「日本における労働市場・企業組織の変容と労働法の課題」3 頁。 
5  この点については，土田道夫「日本的雇用慣行と労働契約」 『日本労働法学会誌』73 号
31 頁（1989 年）参照。 
6  この判例法理は， 2003 年労基法改正により実定法に取り入れられ （労基法旧 18 条の２） ，
その後，労基法から 2007 年に制定された労働契約法に移された（労働契約法 16 条） 。 
7東亜ペイント事件・最２小判昭 61・7・14 労働判例 477 号 6 頁参照。 
8  この判例法理は，労働契約法 9 条および 10 条に取り入れられた。 















３  企業組織の変容に伴う企業組織と労働市場の再編成 
 
（１）企業組織の変容と労働関係 












































































































































                                                  
11  実際には，税制および社会保障制度の見直しが不可欠となるが，その問題には立ち入る
ことができない。 
































































４  まとめに代えて 
 
以上，企業と労働市場の有機的関連を意識した労働法学の課題を試論的に提示したが，
最後に，これまで十分論じられなかった問題を提起しておきたい。 
第１は，グローバル化の時代にあっては，企業も多国籍化し，国家が企業を統御できな
い事態を生じていることを労働法学がどのように考えるかということである。企業の社会
的責任（CSR）の議論は，進化した市場が企業を統制する可能性を示すものと考えると今
後の企業と労働市場との問題を考えるうえで，これをどのように位置づけるかが検討課題
となる。 
第２は，これだけ労働者が多様化すると，従来のような労働関係法規を一括して適用す
る労働者とそれ以外という二分法的な区分が阻害となってきていることである。就業に伴
うリスクを誰がどのように負担するのが社会的に適正化という視点から労働法の適用範囲
を見直すことも今後の重要な課題である。 
 